





























































The Productivity and Growth Characteristic Examine in the Excellent Company :











































































































































































































平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
人件費 1６1，６4５ 1７4，1６９ 1７８，4５3 1７3，８８2 1７５，６0５ 1７５，６0８
　従業員給料及び諸手当 3８，243 3８，９８６ 42，1９７ 3９，2５５ 3９，0７3 3９，９4９
　退職給付費用 ５，９７0 ６，1６８ ６，4８５ 4，120 4，24９ 2，4５７
　労務費 11７，432 12９，01５ 12９，７７1 130，５0７ 132，2８3 133，202
賃借料 3７，９６2 ５５，９2５ 1５，９32 24，1８3 3７，９６2 ５５，９2５
金融費用 3，６６2 3，５８1 3，04８ 2，６９７ 2，121 2，240
　支払利息 1，５22 1，4９2 1，4６0 1，434 1，2８９ 1，33９
　社債利息 2，110 2，0７５ 1，５７９ 1，2５５ ８1６ ６６５
　コマーシャルペーパー利息 30 14 ９ ８ 1６ 23６
租税等 4，1５0 1８，2５0 3６，330 43，８00 41，1６0 42，020
当期純利益 10，23５ 2８，40９ ５4，６41 ６９，６８0 ８3，９５4 ９2，８0８
減価償却費 ９８，111 10８，８８4 121，５９５ 134，８3９ 14８，124 1６4，７4５
　一般管理費分 ６，1８８ ６，40５ ７，422 ６，９42 ６，９５６ ６，８42
　製造経費分 ９1，９23 102，4７９ 114，1７3 12７，８９７ 141，1６８ 1５７，９03


























平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
人件費 ５1．11 44．６1 43．34 3８．５2 3５．７５ 32．７８
賃借料 12．00 14．33 3．８７ ５．3６ ７．７3 10．44
金融費用 1．1６ 0．９2 0．７4 0．６0 0．43 0．42
租税等 1．31 4．６７ ８．８2 ９．７0 ８．3８ ７．８4
当期純利益 3．24 ７．2８ 13．2７ 1５．4８ 1７．0９ 1７．32
減価償却費 31．02 2７．８９ 2９．５3 2９．８７ 30．1６ 30．７５
付加価値合計 100．00 100．00 100．00 100．00 100．00 100．00
	 表₂　Ｓ社の過去₆年間の付加価値分配率の推移	 （単位：％）
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
人件費 100．00 10７．７５ 110．40 10７．５７ 10８．６4 10８．６4
賃借料 100．00 14７．32 41．９７ ６3．７0 100．00 14７．32
金融費用 100．00 ９７．７９ ８3．23 ７3．６５ ５７．９2 ６1．1７
租税等 100．00 43９．７６ ８５７．42 1，0５５．42 ９８８．８1 1，012．５3
当期純利益 100．00 2７７．５７ ５33．８６ ６８2．７６ ８20．2６ ９0６．７７
減価償却費 100．00 110．９８ 123．９4 13７．44 1５0．９８ 1６７．９2
付加価値合計 100．00 123．44 130．1９ 142．７3 1５５．30 1６９．40
	 表₃　Ｓ社の過去₆年間の付加価値趨勢比	 （単位：％）
平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
百万円 分配率％ 百万円 分配率％ 百万円 分配率％
人件費 1，９８4，3７５ ６６．７８ 1，８4７，５3５ ５７．５５ 1，８14，５14 ６８．32
賃借料 ６５，243 2．20 ８７，５５６ 2．７3 ８1，７６７ 3．0８
金融費用 ８1，1８５ 2．７3 ５９，６７1 1．８６ 4９，７23 1．８７
租税等 101，８９4 3．43 3９0，0７９ 12．1５ 1６3，６９3 ６．1６
当期純利益 ８５，８1９ 2．８９ 1５８，９3９ 4．９５ △1８3，110 △６．８９
減価償却費 ６５2，８９８ 21．９７ ６６６，５2７ 20．７６ ７2９，43９ 2７．4６


















































































































































































指標 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
総資本 1，５７2，８21 1，６12，310 1，７９５，2５4 1，９43，５11 2，110，８3９ 2，41８，５９2
　固定基準法 100．00 102．５1 114．14 123．５７ 134．21 1５3．７７
　移動基準法 100．00 102．５1 111．3５ 10８．2６ 10８．６1 114．５８
自己資本 ８８3，９3７ ８７2，６８3 ９2７，1９3 ９７4，211 1，04９，434 1，110，６９９
　固定基準法 100．00 ９８．７3 104．８９ 110．21 11８．７2 12５．６５
　移動基準法 100．00 ９８．７3 10６．2５ 10５．0７ 10７．７2 10５．８4
固定資産 ８５６，13７ ８６0，５21 ９６８，22７ 1，030，1５4 1，12９，2９2 1，23６，020
　固定基準法 100．00 100．５1 113．0９ 120．33 131．９1 144．3７
　移動基準法 100．00 100．５1 112．５2 10６．40 10９．６2 10９．4５
従業員数 22，７10 22，７1８ 22，７24 22，８3８ 22，９4９ 22，７９3
　固定基準法 100．00 100．04 100．0６ 100．５６ 101．0５ 100．3７
　移動基準法 100．00 100．04 100．03 100．５0 100．4９ ９９．32
売上高 1，3８1，0５3 1，５６1，９40 1，８1６，８20 2，100，９32 2，30７，3５９ 2，５９５，4７0
　固定基準法 100．00 113．10 131．５５ 1５2．13 1６７．0７ 1８７．９3
　移動基準法 100．00 113．10 11６．32 11５．６4 10９．８3 112．4９
経常利益 43，2９８ ７2，８01 ９９，７５0 12５，６８７ 13７，114 14７，144
　固定基準法 100．00 1６８．14 230．3８ 2９0．2８ 31６．６８ 33９．８4
　移動基準法 100．00 1６８．14 13７．02 12６．00 10９．0９ 10７．32
当期純利益 10，23５ 2８，40９ ５4，６41 ６９，６８0 ８3，９５4 ９2，８0８
　固定基準法 100．00 2７７．５７ ５33．８６ ６８0．８0 ８20．2６ ９0６．７７
　移動基準法 100．00 2７７．５７ 1９2．34 12７．５2 120．4９ 110．５５
付加価値 31５，７６５ 3８９，21８ 40９，９９９ 44９，0８1 4８８，９2６ ５33，34６
　固定基準法 100．00 123．2６ 12９．８4 142．22 1５4．８4 1６８．９1


















































平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
百万円 13．９0 1７．13 1８．04 1９．６６ 21．30 23．40
固定基準法（％） 100．00 123．24 12９．７８ 141．44 1５3．24 1６８．3５
移動基準法（％） 100．00 123．24 10５．31 10８．９８ 10８．34 10９．８６
	 表₆　Ｓ社の過去₆年間の労働生産性の推移
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
一人当たり売上高（百万円） ６0．８1 ６８．７５ ７９．９５ ９1．９９ 100．５4 113．８７
固定基準法％ 100．00 113．0６ 131．4８ 1５1．2７ 1６５．33 1８７．2６
移動基準法％ 100．00 113．0６ 11６．2９ 11５．0６ 10９．2９ 113．2６
付加価値率（％） 22．８６ 24．９2 22．５７ 21．3８ 21．1９ 20．５５
固定基準法％ 100．00 10９．01 ９８．７3 ９3．５3 ９2．６９ ８９．９0










































 従業員数  売上高




















平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
資本集約度（百万円） ６９．2６ ７0．９７ ７９．00 ８５．10 ９1．９８ 10６．11
固定基準法％ 100．00 102．4７ 114．0６ 122．８７ 132．８0 1５3．21
移動基準法％ 100．00 102．4７ 111．31 10７．７2 10８．0８ 11５．3６
資本生産性（％） 20．0８ 24．14 22．８4 23．11 23．1６ 22．0６
固定基準法％ 100．00 120．22 113．７５ 11５．0９ 11５．34 10９．８６














































平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
労働装備率（百万円） 3７．７0 3７．８８ 42．６1 4５．11 4９．21 ５4．23
固定基準法％ 100．00 100．4８ 113．02 11９．６６ 130．５3 143．８５
移動基準法％ 100．00 100．4８ 112．4９ 10５．８７ 10９．0９ 110．20
固定資産生産性（％） 3６．８８ 4５．23 42．3５ 43．５９ 43．2９ 43．1５
固定基準法％ 100．00 122．６4 114．８3 11８．1９ 11７．3８ 11７．00
移動基準法％ 100．00 122．６4 ９3．６3 102．９3 ９９．31 ９９．６７
	 表₉　Ｓ社過去₆年間の「労働装備率」と「固定資産生産性」の推移
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
労働装備率（百万円） 3７．７0 3７．８８ 42．６1 4５．11 4９．21 ５4．23
固定基準法％ 100．00 100．4８ 113．02 11９．６６ 130．５3 143．８５
移動基準法％ 100．00 100．4８ 112．4９ 10５．８７ 10９．0９ 110．20
付加価値率（％） 22．８６ 24．９2 22．５７ 21．3８ 21．1９ 20．５５
固定基準法％ 100．00 10９．01 ９８．７3 ９3．５3 ９2．６９ ８９．９0
移動基準法％ 100．00 10９．01 ９0．５６ ９4．７2 ９９．11 ９６．９７
固定資産回転率（回） 1．６1 1．８2 1．８８ 2．04 2．04 2．10
固定基準法％ 100．00 113．04 11６．７７ 12６．７1 12６．７1 130．43
























































平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
一人当たり人件費（百万円） ７．12 ７．６７ ７．８５ ７．６1 ７．６５ ７．７0
固定基準法％ 100．00 10７．７2 110．2５ 10６．８８ 10７．44 10８．1５
移動基準法％ 100．00 10７．７2 102．3５ ９６．９4 100．５3 100．６５
労働分配率（％） ５1．1９ 44．７５ 43．５3 3８．７2 3５．９2 32．９3
固定基準法％ 100．00 ８７．42 ８５．04 ７５．６4 ７0．1７ ６4．33
移動基準法％ 100．00 ８７．42 ９７．2７ ８８．９５ ９2．７７ ９1．６８
	 表１１　Ｓ社過去₆年間の「一人当たり人件費」と「労働分配率」の推移
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優良企業にみる生産性と成長性
に置かなければならない。
　生産性の向上は、労働生産性（付加価値を
従業員数で除したもの）の向上にあることを
指摘した。その留意点をまとめると次のよう
になる。
　第１に、従業員数の減少は、人件費を減少
させ、その減少分に見合う利益を増加すると
考えるならば、付加価値は一定となる。この
条件で、もし売上高が一定ならば、付加価値
率（売上高に占める付加価値）は変わらず、
一人当たり売上高は増加することになり労働
生産性は向上する。なお、従業員数の減少で
はなく売上高を増加させると、一人当たり売
上高を増加させることになるが、付加価値が
一定とすると付加価値率は減少することにな
る。付加価値率の減少率以上に一人当たり売
上高の増加率が大きいときに労働生産性は向
上する。
　第２に、固定資産（設備）投資を、従業員
の代替と考え、従業員の減少と結びつけるな
らは、労働装備率（従業員一人当たり固定資
産）は増加するが、付加価値を一定と考える
ならば固定資産生産性（固定資産に対する付
加価値）は減少することになる。固定資産生
産性の減少率以上に労働装備率の増加率が大
きいときに労働生産性は向上する。このこと
は、資本生産性についても、同様なことがい
える。
　第３に、従業員数減少による人件費の削減
は、一人当たり人件費の計算に当たり分子分
母とも減少することから変化は少ないと考え
られ、付加価値が一定と考えれば、必然的に
労働分配率は減少し、労働生産性は向上する。
しかし、従業員数の減少による人件費の減少
による労働生産性の向上は、従業員の労働意
欲の減退などを伴うことが多く実現性は少な
Ⅴ．む す び
　会計上の生産性は、付加価値を中心とした
生産性であり、別名、付加価値生産性ともい
われる。付加価値を分配面からみると、その
付加価値の大半が、労働分配としての人件費
であり、ついで株主への分配（一部は企業へ
の留保という分配でもある）としての利益で
ある。さらに社会への分配としての法人税等
などの租税等が、税引前当期純利益をもとに
計算されることを考えれば、利益の一部とし
て扱ってもいい。さらに付加価値計算では人
件費の次に大きな金額をしめる減価償却費は、
各企業の利益政策の影響を排除する目的であ
るから、これも利益の一部として考えること
ができる。このような利益は、減価償却前・
税引前当期純利益（以下「利益等」という）
と考えることできる。このように利益を拡大
して考えるならば、付加価値は、大きく人件
費、賃借料、金融費用および「利益等」の４
つということになり、その中でもほとんどが
人件費と「利益等」からなっている。
　人件費と「利益等」との関係は、損益計算
での費用としての人件費であり、これは当
然「利益等」を減少させる働きを有する。収
益性の分析で使用する売上高人件費率（売上
高の中に含まれる人件費の割合）では、売上
高人件費率が高いと「利益等」が少なくなり、
利益率は低くなり，収益性を低下させる要因
となる。一方、生産性の分析での労働力の指
標としての付加価値における人件費は付加価
値の構成要素であり、人件費の増加は、付加
価値の増加に直接結びつくように思われがち
であるが、付価価値のもう一つの構成要素で
ある「利益等」を減少させる要因ともなり、
付加価値自体は変わらないということを念頭
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埼玉学園大学紀要（経営学部篇）　第７号
あり、収益性は生産性の枠組みの中で把握でき
るとしている（同著「財務諸表分析」中央経済社、
平成11年、 131­132ページ）。
ⅳ　シャープ株式会社は、平成1９年９月1８日の日本
経済新聞（朝刊）「日経優良企業ランキング200７
年度」によると、規模、収益性、安全性および成
長力を総合した総合順位は3７位となっており、優
良企業といえる。なお、有価証券報告書は、金融
庁のEDINETからダウンロードしたものを使用し
ている。
ⅴ　総生産量や総生産高の計算の不適合理由につい
ては、國弘員人著「経営分析体系２─生産性分析」
中央経済社、昭和５4年、 12ページ、を参照のこと。
ⅵ　國弘員人著、前掲書、１－２ページ
ⅶ　亀川俊雄著「体系経営分析論」白桃書房、昭和
41年、 223ページ。
ⅷ　三菱総合研究所編「企業経営の分析　平成1７年
度」、 平成1８年。
ⅸ　青木茂男教授は、従業員成長率と付加価値成長
率が本来の成長性を表す指標であるといい、営業
利益率成長率も重要であるが、収益性の範疇で
扱うべきであるとし、それ以外の成長率の指標
は、いろいろな意味で不適切であると述べている。
詳しくは同著「要説経営分析」森山書店、2001年、
22８­241ページを参照のこと。
ⅹ　國弘員人教授は、資本生産性の算式の分子の付
加価値との関係で、総資本でもかまわないが、当
期の生産に投下された資本、したがって、経営資
本のすることが望ましいとしている（前掲書、13
­14ページ）
い。
　おわりに、従業員の減少による人件費の減
少を考えることなく労働生産性の向上を考え
るためには、付加価値自体の増加を考えるこ
とである。そこでは、販売量や販売単価の増
加、さらには原材料費など各種経費の削減に
より売上高に占める利益を増加させ、結果と
して付加価値を増加させることである。した
がって、利益の増加こそが、生産性の向上の
保証を有する収益性の向上に結びつき、企業
の持続的発展が可能となる。まさしくＫ社は
労働生産性の向上を実現させているとともに
成長性の分析における各種比率も上昇してい
ることから、将来にわたっての持続的発展は
可能といえよう。
注
ⅰ　田中弘教授は、不条理な従業員の給料の削減や
儲けすぎに対する社会的批判の中で、真の収益力
は企業の能率（生産性）にかかっているとし、収
益性には、その裏づけとしての生産性の必要性を
述べている（同著「経営分析の基本的技法」中
央経済社、平成７年、1８５­1８７ページ）。筆者も、
田中教授の意見に同感であり、その立場で、生産
性の必要性を説いている。
ⅱ　山上達人教授は、現代企業に取って最も重要な
指標は収益性であるが、この収益性の基底には生
産性がある。生産性の向上による企業収益性の上
昇は企業活動の根底をなすものであり、生産性向
上による利益（生産的利益）こそ企業の長期的成
長の源泉をなすものであると指摘している（同著
「付加価値分析」税務経理協会、昭和５3年、 1６９
­1７0ページ）。
ⅲ　同様に、収益性と生産性との関係について、櫻
井久勝教授は現代の企業を「私的な組織」と「社
会的な組織」としての側面があるとし、私的な組
織では収益性が、社会的組織では生産性が重要で
